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(57)【要約】
【課題】ウェブの搬送速度の変化が見当ずれに与える影
響を低減できる技術を提供する。
【解決手段】多色刷印刷システムは、複数の版胴により
ウェブに印刷する。多色刷印刷システムは、ウェブの搬
送速度が変化しているか否かを判断する判断部５５と、
判断部５５による判断結果に応じて、複数の版胴により
ウェブに印刷される印刷パターンにずれが生じないよう
複数の版胴を制御する見合わせ部５７と、を備える。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の版胴によりウェブに印刷する多色刷印刷システムであって、
　ウェブの搬送速度が変化しているか否かを判断する判断部と、
　前記判断部による判断結果に応じて、前記複数の版胴によりウェブに印刷される印刷パ
ターンにずれが生じないよう前記複数の版胴を制御する見合わせ部と、を備えることを特
徴とする多色刷印刷システム。
【請求項２】
　ウェブの搬送速度の変化の傾向を予測する傾向予測部をさらに備え、
　前記見合わせ部は、前記判断部による判断結果および前記傾向予測部による予測に応じ
て、前記複数の版胴によりウェブに印刷される印刷パターンにずれが生じないよう前記複
数の版胴を制御することを特徴とする請求項１に記載の多色刷印刷システム。
【請求項３】
　複数の版胴によりウェブに印刷する多色刷印刷システムにおいて実行される方法であっ
て、
　ウェブの搬送速度が変化しているか否かを判断するステップと、
　判断結果に応じて、前記複数の版胴によりウェブに印刷される印刷パターンにずれが生
じないよう前記複数の版胴を制御するステップと、を備えることを特徴とする制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、多色刷印刷システムおよび制御方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ウェブの搬送路に沿って複数の印刷ユニットを設置し、各印刷ユニットに設けられた版
胴を個別に回転駆動し、ウェブに順次印刷を施す多色刷印刷システムが知られている。多
色刷印刷システムでは、ウェブに印刷された見当マークを検出し、その検出結果に基づき
各版胴間で生じる印刷位置のずれ量（見当ずれ量）を算出し、見当ずれが修正されるよう
版胴の駆動モータを制御する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平０８－０５２８６５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　多色刷印刷システムでは、ウェブの搬送速度（すなわち印刷速度）を変化させると、版
胴間のフリーロールの慣性モーメントによってウェブの張力が変動する。張力が変動する
と、見当ずれが生じうる。
【０００５】
　本発明は、こうした状況に鑑みてなされたものであり、その目的は、ウェブの搬送速度
の変化が見当ずれに与える影響を低減できる技術を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決するために、本発明のある態様の多色刷印刷システムは、複数の版胴に
よりウェブに印刷する多色刷印刷システムであって、ウェブの搬送速度が変化しているか
否かを判断する判断部と、判断部による判断結果に応じて、複数の版胴によりウェブに印
刷される印刷パターンにずれが生じないよう複数の版胴を制御する見合わせ部と、を備え
る。
【０００７】
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　本発明の別の態様は、制御方法である。この方法は、複数の版胴によりウェブに印刷す
る多色刷印刷システムにおいて実行される方法であって、ウェブの搬送速度が変化してい
るか否かを判断するステップと、判断結果に応じて、複数の版胴によりウェブに印刷され
る印刷パターンにずれが生じないよう複数の版胴を制御するステップと、を備える。
【０００８】
　なお、以上の構成要素の任意の組み合わせや、本発明の構成要素や表現を方法、装置、
システムなどの間で相互に置換したものもまた、本発明の態様として有効である。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、ウェブの搬送速度の変化が見当ずれに与える影響を低減できる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】実施形態に係る多色刷印刷システムの構成を示す図である。
【図２】図１の見当制御ユニットの機能および構成を示すブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、各図面に示される同一または同等の構成要素、部材、工程には、同一の符号を付
するものとし、適宜重複した説明は省略する。また、各図面における部材の寸法は、理解
を容易にするために適宜拡大、縮小して示される。また、各図面において実施の形態を説
明する上で重要ではない部材の一部は省略して表示する。
【００１２】
　図１は、実施形態に係る多色刷印刷システム１００の構成を示す。多色刷印刷システム
１００は、第１印刷ユニット１０Ａ、第２印刷ユニット１０Ｂ、第３印刷ユニット１０Ｃ
、第４印刷ユニット１０Ｄ（以下、総称して「印刷ユニット１０」とも呼ぶ）と、複数の
フリーロール２０と、見当制御ユニット３０と、を備える。
【００１３】
　ウェブ２は、インフィードロール（不図示）により巻き出しロール（不図示）から巻き
出され、フリーロール２０に案内されて所定の方向に搬送され、巻き取りロール（不図示
）により巻き取られる。第１印刷ユニット１０Ａ、第２印刷ユニット１０Ｂ、第３印刷ユ
ニット１０Ｃ、第４印刷ユニット１０Ｄは、ウェブ２の搬送方向に沿ってこの順に設置さ
れる。
【００１４】
　第１印刷ユニット１０Ａは、版胴１１Ａと、圧胴１２Ａと、駆動モータ１３Ａと、を含
む。圧胴１２Ａにより、ウェブ２に版胴１１Ａが圧接される。ウェブ２には版胴１１Ａに
対応した色の印刷パターンおよび見当マークが印刷される。駆動モータ１３Ａは、版胴１
１Ａを回転駆動する。
【００１５】
　第２印刷ユニット１０Ｂは、版胴１１Ｂと、圧胴１２Ｂと、駆動モータ１３Ｂと、を含
む。第３印刷ユニット１０Ｃは、版胴１１Ｃと、圧胴１２Ｃと、駆動モータ１３Ｃと、を
含む。第４印刷ユニット１０Ｄは、版胴１１Ｄと、圧胴１２Ｄと、駆動モータ１３Ｄと、
を含む。
【００１６】
　版胴１１Ｂ、版胴１１Ｃ、版胴１１Ｄはそれぞれ、版胴１１Ａと同様に構成される。圧
胴１２Ｂ、圧胴１２Ｃ、圧胴１２Ｄはそれぞれ、圧胴１２Ａと同様に構成される。駆動モ
ータ１３Ｂ、駆動モータ１３Ｃ、駆動モータ１３Ｄはそれぞれ、駆動モータ１３Ａと同様
に構成される。多色刷印刷システム１００は、各版胴が個別の駆動モータにより駆動され
る、セクショナルドライブ型の印刷システムである。
【００１７】
　以下では、版胴１１Ａ、版胴１１Ｂ、版胴１１Ｃ、版胴１１Ｄを総称して版胴１１とも
呼ぶ。また、圧胴１２Ａ、圧胴１２Ｂ、圧胴１２Ｃ、圧胴１２Ｄを総称して圧胴１２とも
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呼ぶ。また、駆動モータ１３Ａ、駆動モータ１３Ｂ、駆動モータ１３Ｃ、駆動モータ１３
Ｄを総称して駆動モータ１３とも呼ぶ。また、第１印刷ユニット１０Ａ、第２印刷ユニッ
ト１０Ｂ、第３印刷ユニット１０Ｃ、第４印刷ユニット１０Ｄで印刷された見当マークを
、それぞれ第１見当マーク、第２見当マーク、第３見当マーク、第４見当マークと呼ぶ。
【００１８】
　見当制御ユニット３０は、マークセンサ４０Ｂ、マークセンサ４０Ｃ、マークセンサ４
０Ｄ（以下、総称して「マークセンサ４０」とも呼ぶ）と、速度検出器４２と、複数の張
力検出器４４と、制御装置５０と、を含む。
【００１９】
　速度検出器４２は、ウェブ２の搬送速度（すなわち印刷速度）を所定の周期（例えば１
秒周期）で検出する。なお、速度検出器４２は、インフィードロールの回転速度を検出す
ることにより、ウェブ２の搬送速度を検出するものであってもよい。
【００２０】
　複数の張力検出器４４は、各版胴間におけるウェブ２の張力を所定の周期（例えば１秒
周期）で検出する。張力検出器としては差動変圧器やロードセルを用いたものが一般的で
あるが張力検出器は公知であるからここでは詳述しない。
【００２１】
　マークセンサ４０Ｂは、第２印刷ユニット１０Ｂの下流側に設けられる。マークセンサ
４０Ｂは、上流側の第１光検出素子Ｔ１と、下流側の第２光検出素子Ｔ２と、を有する。
第１光検出素子Ｔ１と第２光検出素子Ｔ２とは、間隔Ｌで配置される。間隔Ｌは、見当ず
れが生じていないときにおける第１見当マークと第２見当マークの距離に相当する。した
がって、第１見当マークと第２見当マークとが正規の位置に間隔Ｌで印刷されていれば、
第１光検出素子Ｔ１と第２光検出素子Ｔ２により実質的に同一のタイミングで検出される
。
【００２２】
　マークセンサ４０Ｃ、マークセンサ４０Ｄはそれぞれ、マークセンサ４０Ｂと同様に構
成される。第２見当マークと第３見当マークとが正規の位置に間隔Ｌで印刷されていれば
、マークセンサ４０Ｃの第１光検出素子Ｔ１と第２光検出素子Ｔ２により実質的に同一の
タイミングで検出される。また、第３見当マークと第４見当マークとが正規の位置に間隔
Ｌで印刷されていれば、マークセンサ４０Ｄの第１光検出素子Ｔ１と第２光検出素子Ｔ２
により実質的に同一のタイミングで検出される。
【００２３】
　図２は、制御装置５０の機能および構成を示すブロック図である。ここに示す各ブロッ
クは、ハードウエア的には、コンピュータのＣＰＵ（central processing unit）をはじ
めとする素子や機械装置で実現でき、ソフトウエア的にはコンピュータプログラム等によ
って実現されるが、ここでは、それらの連携によって実現される機能ブロックを描いてい
る。したがって、これらの機能ブロックはハードウエア、ソフトウエアの組合せによって
いろいろなかたちで実現できることは、本明細書に触れた当業者には理解されるところで
ある。
【００２４】
　制御装置５０は、見当マーク検出部５１と、見当ずれ量算出部５２と、加速度算出部５
４と、判断部５５と、傾向予測部５６と、見合わせ部５７と、を含む。見当マーク検出部
５１は、マークセンサ４０から出力される信号に基づいて、ウェブ２に付された見当マー
クを検出する。
【００２５】
　見当ずれ量算出部５２には、見当マーク検出部５１による検出結果が入力される。見当
ずれ量算出部５２は、この検出結果に基づき各印刷ユニット間の印刷位置のずれ量、すな
わち見当ずれ量を算出する。具体的には、例えば、見当ずれが生じていないときの第１見
当マークと第２見当マークは間隔Ｌで印刷される。また、上述したように、マークセンサ
４０Ｂの第１光検出素子Ｔ１と第２光検出素子Ｔ２も間隔Ｌで配置される。したがって、
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見当ずれが生じていない場合、第１見当マークと第２見当マークは実質的に同一のタイミ
ングで検出される。一方、見当ずれが生じている場合、第１見当マークと第２見当マーク
は異なるタイミングで検出される。見当ずれ量算出部５２は、この検出タイミングの差に
ウェブ２の搬送速度を乗じた値を見当ずれ量として算出する。
【００２６】
　印刷速度を変更するために、インフィードロールの回転速度を加速または減速（以下、
総称して「加減速」とも呼ぶ）させ、ウェブ２の搬送速度を加減速させることがある。加
速度算出部５４は、速度検出器４２から得られるウェブ２の搬送速度を微分することによ
り、ウェブ２の搬送速度の加速度を算出する。
【００２７】
　判断部５５は、ウェブ２の搬送速度が加減速しているか否か、すなわちウェブ２の搬送
速度が変化しているか否か、を判断する。判断部５５は、加速度算出部５４により算出さ
れる加速度がプラス値の場合、ウェブ２の搬送速度が加速していると判断し、加速度算出
部５４により算出される加速度がマイナス値の場合、ウェブ２の搬送速度が減速している
と判断し、加速度算出部５４により算出される加速度が実質的にゼロの場合、ウェブ２の
搬送速度が加速も減速もしていない（すなわち搬送速度が一定である）と判断する。
【００２８】
　傾向予測部５６は、ウェブ２の搬送速度の変化の傾向を予測する。本実施の形態では、
傾向予測部５６は、加速度算出部５４により算出される加速度の微分値を、予測値として
算出する。
【００２９】
　見合わせ部５７は、各印刷ユニット１０の各版胴１１によりウェブ２に印刷される印刷
パターンにずれが生じないよう各版胴１１を制御する。
【００３０】
　まず、見合わせ部５７は版胴の周長および各版胴間のパス長に基づいて、各版胴の初期
位相を決定する。ここで、版胴１１Ａの印刷点Ｐから版胴１１Ｂの印刷点Ｐまでのパス長
が版胴１１の周長の整数倍である場合、版胴１１Ａと版胴１１Ｂとが同位相であれば、こ
れらの間で見当ずれは生じない。一方、整数倍でない場合、版胴１１Ａと版胴１１Ｂとを
同位相にすると、パス長を周長で割った余り分だけ見当ずれが生じる。版胴１１Ｂと版胴
１１Ｃ、版胴１１Ｃと版胴１１Ｄ、についても同様のことが言える。見合わせ部５７は、
これらを考慮して、見当ずれが生じないように各版胴の初期位相を決定する。なお、初期
位相を決定する技術は公知であるため、これ以上の説明は省略する。
【００３１】
　また、見合わせ部５７は、印刷ユニット間で見当ずれが生じている場合、すなわち見当
ずれ量算出部５２により見当ずれが算出された場合、その見当ずれを低減するよう版胴１
１を制御する。
【００３２】
　ここで、見当ずれを低減するべく版胴１１の位相を操作すると、その版胴１１の前後の
ウェブ２の張力が変動する。したがって、見当ずれを低減させるべく版胴１１の位相を操
作すると、その後段に見当ずれを生じさせてしまう。例えば、第１印刷ユニット１０Ａと
第２印刷ユニット１０Ｂとの間で見当ずれが生じている場合に第２印刷ユニット１０Ｂの
版胴１１Ｂの位相を操作すると、版胴１１Ｂの前後のウェブ２の張力が変動し、その結果
、第２印刷ユニット１０Ｂと第３印刷ユニット１０Ｃとの間に見当ずれを生じさせる。
【００３３】
　したがって、見合わせ部５７は、いずれかの印刷ユニット間で見当ずれが生じている場
合、その印刷ユニット間だけでなく、すべての印刷ユニットが協調して見当ずれを修正す
るように、各版胴１１を制御する。例えば、第１印刷ユニット１０Ａと第２印刷ユニット
１０Ｂとの間で見当ずれが生じている場合、見合わせ部５７はまず、第１印刷ユニット１
０Ａと第２印刷ユニット１０Ｂとの間の見当ずれ量を低減するべく版胴１１Ｂの駆動モー
タ１３Ｂに出力すべき制御信号を生成する。つづいて見合わせ部５７は、版胴１１Ｂの位
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相を操作することにより生じる張力変動によって第２印刷ユニット１０Ｂと第３印刷ユニ
ット１０Ｃとの間で生じるであろう見当ずれ量を算出し、その見当ずれ量を低減するべく
版胴１１Ｃの駆動モータ１３Ｃに出力すべき制御信号を生成する。さらに見合わせ部５７
は、版胴１１Ｃの位相を操作することにより生じる張力変動によって第３印刷ユニット１
０Ｃと第４印刷ユニット１０Ｄとの間で生じるであろう見当ずれ量を算出し、その見当ず
れ量を低減するべく版胴１１Ｄの駆動モータ１３Ｄに出力すべき制御信号を生成する。見
合わせ部５７は、このようにして生成された各制御信号を、各印刷ユニット１０の各駆動
モータ１３に出力する。
【００３４】
　つづいて、印刷速度を変更するべくウェブ２の搬送速度を加減速すると、フリーロール
２０の慣性モーメントによって各版胴間におけるウェブ２の張力が変動する。一般に、張
力が変動すると、見当ずれが生じうる。つまり、ウェブ２の搬送速度の加減速は、見当ず
れの発生原因となる。
【００３５】
　これに対し、見合わせ部５７は、判断部５５により加減速中であると判断された場合、
加減速により各版胴間に生じるであろう張力変動を加速度に基づき推定（算出）し、推定
された張力変動により生じるであろう見当ずれを推定（算出）する。そして、見合わせ部
５７は、推定された見当ずれの発生を抑止するように、版胴１１の駆動モータ１３に出力
するべき制御信号を生成する。つまり、見合わせ部５７は、判断部５５により加減速中で
あると判断された場合、加減速に起因する見当ずれが実際に生じて見当ずれ量算出部５２
によって見当ずれ量が算出されてからその見当ずれ量を低減するべく各版胴１１を制御す
るのではなく、加減速に起因する見当ずれの発生を抑止するように駆動モータ１３に出力
するべき制御信号を生成する。別の言い方をすると、見合わせ部５７は、判断部５５によ
り加減速中であると判断された場合、加減速に起因する見当ずれが生じないようフィード
フォワード制御する。
【００３６】
　なお、見合わせ部５７は、好ましくは、傾向予測部５６からの予測値に基づいて、各駆
動モータ１３に制御信号を出力するタイミングにおける加速度を推定（算出）する。見合
わせ部５７は、加減速により各版胴間に生じるであろう張力変動を、この推定された加速
度に基づき推定する。
【００３７】
　以上説明した実施の形態に係る多色刷印刷システム１００によると、ウェブ２の搬送速
度が加減速している否かが判断され、加減速している場合には、加減速による影響をも考
慮して、各印刷ユニット１０の各版胴１１の位相が調整される。つまり、ウェブ２の搬送
速度が加減速されることによる張力変動をも考慮して各印刷ユニット１０の各版胴１１の
位相が調整される。これにより、ウェブ２の搬送速度を加減速した場合にすべての版胴間
の見当ずれが収束するまでの時間を短縮できる。また、加減速している最中の見当ずれ量
も低減される。
【００３８】
　また、実施の形態に係る多色刷印刷システム１００によると、ウェブ２の搬送速度が変
化している場合、傾向予測部５６からの予測値に基づいて、駆動モータ１３に制御信号を
出力するタイミングにおける、すなわち版胴１１を制御するタイミングにおける加速度が
推定される。そして、推定された加速度に基づいて、張力変動ひいては見当ずれ量が推定
される。この場合、より的確な見当ずれ量を推定できるため、ウェブ２の搬送速度を加減
速した場合にすべての版胴間の見当ずれが収束するまでの時間をより短縮できる。
【００３９】
　以上、実施の形態に係る多色刷印刷システムについて説明した。この実施の形態は例示
であり、それらの各構成要素や各処理プロセスの組合せにいろいろな変形例が可能なこと
、またそうした変形例も本発明の範囲にあることは当業者に理解されるところである。以
下変形例を示す。
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【００４０】
（変形例１）
　実施の形態では、多色刷印刷システム１００は、第１印刷ユニット１０Ａ、第２印刷ユ
ニット１０Ｂ、第３印刷ユニット１０Ｃおよび第４印刷ユニット１０Ｄの４つの印刷ユニ
ットを備える場合について説明したがこれに限られず、２つ以上の印刷ユニットを備えて
いればよい。
【００４１】
（変形例２）
　見当ずれ量の算出方法は、実施の形態の算出方法に限定されない。当業者によれば、見
当ずれ量を別の算出方法で算出しうることが理解される。例えば見当ずれ量は、見当マー
クを撮影した撮影画像を用いて算出されてもよい。
【００４２】
　上述した実施の形態と変形例の任意の組み合わせもまた本発明の実施の形態として有用
である。組み合わせによって生じる新たな実施の形態は、組み合わされる実施の形態およ
び変形例それぞれの効果をあわせもつ。
【符号の説明】
【００４３】
　２　ウェブ、　１０　印刷ユニット、　１０Ａ　第１印刷ユニット、　１０Ｂ　第２印
刷ユニット、　１０Ｃ　第３印刷ユニット、　１０Ｄ　第４印刷ユニット、　１１　版胴
、　１３　駆動モータ、　２２　フリーロール、　５０　制御装置、　５１　見当マーク
検出部、　５２　見当ずれ量算出部、　５４　加速度算出部、　５５　判断部、　５６　
傾向予測部、　５７　見合わせ部、　１００　多色刷印刷システム。

【図１】 【図２】
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